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　ここ数年，日本各地で，観光振興や地域活性化のために，
地域ブランディング，すなわち地域ブランドの確立が求めら
れるという議論が盛んになっている。地域ブランドとは，ある
地域を製品におけるブランドのように扱い，地域名とその実
態である地域に対して，人々が何らかの付加価値を感じ，
「その地域の製品を買いたい」，「その地域に行ってみたい」，
そして「その地域に住んでみたい」と思う状態，ないしはそう
いう状態にある地域を示す言葉である。一方，平成１８年４
月に改正商標法が施行されたことにより，「地名」＋「商品名」
により構成される商標が「地域団体商標」として認められるこ
ととなったが，この地域団体商標も「地域ブランド」と称され
ることがある。両者は，密接に関連しているが，混乱を避け
るために，本稿では「地域ブランド」という言葉は，前者のよ
うに地域に対するブランドを示す言葉として用い，議論を進
める。
　地域ブランドを確立するには，製品のブランディングと同様
に，適切なブランディング努力を継続的に実施しなければな
らない。そして，その努力は，その時点において人 が々その
地域に対して持っているイメー ジとの整合性がなければなら
ない。ブランド・アイデンティティとして，いかに高邁な目標を
定めたとしても，現時点での人々の意識とかけ離れていて
は，ブランドとして浸透することは難しく，結果としてブランド
たり得ないという状況に陥ってしまうからである。では，人々
はどのようにしてある地域に対して何らかのイメー ジを抱くよう
になるのだろうか。それには，様 な々要因が考えられるが，
本稿では，地域産品に対する認知に焦点を当てる。地域産
品は，具体的な味・色・形・香りなどを経験できるという点で，
イメー ジが形成しやすい。また，移動が可能だという点で，
遠隔地に居住する人 に々もそのイメー ジを形成しやすい。一
方で，一次産品やその加工品は，その地域の気候風土や文
化を強く反映しているものが多いので，多くの人が「このよう
な産品が生産される地域はきっとこんな場所だろう」と考える
ことを通じて，地域そのもののイメー ジを形成する際に，その
地域の産品に対するイメー ジが手掛かりとして大きく影響を与
えるはずである。これらのことから，地域産品の認知度が地
域に対するイメー ジ形成にどのような影響を与えるかを知るこ
とは，地域のブランディングを考える際の重要な手掛かりを提
供してくれるだろう。
　地域ブランドとその地域の産品との関係を考えるには，企
業ブランド（	
）とその企業の製品との関係が
参考になるだろう。ブランドを確立した企業の社名やロゴな
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どを見たときに，我 は々その企業がどのような企業なのかとい
う明確なイメー ジを抱いている。たとえば，ソニーやトヨタとい
う企業名やそのロゴを目にしたときに，革新的な製品を開発
するエレクトロニクス企業や高品質の自動車を生産する企業
であるというイメー ジを抱くだろう。消費者は，様 な々情報を
手がかりに，当該企業ブランドに対するイメー ジを形成すると
考えられる。によると，消費者のブランド・イメー ジ形成に
影響を与える情報は，大きく分けると３種類ある。すなわ
ち，企業が，そのブランド戦略に従って提供するマーケティン
グ・コミュニケーション，当該企業の従業員が彼らのブランド・
アイデンティティ理解に基づいて行う人的コミュニケーション，
そして当該企業が消費者に提供する製品またはサービスで
ある。消費者は，これら情報源を通じて得た情報をもとに，
それぞれの心の中に当該企業ブランドに対するイメー ジを形
成するのである。マーケティング・コミュニケーションの視点
からは，これら３種類の情報は，いずれも当該企業ブランド
のアイデンティティを反映した内容を伝えなければならない。
企業ブランドそのものは，単一製品のみを提供している企業
以外では，具体的な製品と直接結びつくブランドではないの
で，消費者は当該企業が提供している様 な々製品やサービ
スから得た情報を処理し，総合することで当該企業ブランド
のイメー ジを形成する際に利用するのである。たとえば，トヨ
タというブランドに対するイメー ジは，トヨタが行う企業広告，
従業員たちの意見，そしてカローラやクラウンやプリウスと
いった個 の々製品を知ることを通じて形成されるのである。
　地域ブランドの場合も，同様の視点から考えれば，地域が
行う情報提供，住民による情報，そして地域産品を通じてイ
メー ジ形成が行われると考えられる。そして，これらが伝え
る情報は当該地域ブランドのアイデンティティを反映している
はずである。ただし，地域ブランドの場合は，その地域のブ
ランド・アイデンティティを決定し従わせるという明確な主体が
存在しているわけではなく，現状を反映しながら理想的な目
標といった形で地域の中で共有されている程度の状態であ
る場合が多いと考えられる。また，企業そのものに相当する
主体は，あえていえばその地域の自治体が考えられるが，
当該自治体が地域ブランドに関して明確なマーケティング・
コミュニケーション戦略を設定して外部に対して積極的に情
報提供を行っていることも稀であろう。観光の視点から考え
ると，企業ブランドの場合の受け手である消費者は潜在的観
光者が相当するが，潜在的観光者は，通常遠隔地に居住し
ているので，自治体や住民からの情報を十分に獲得すること
は難しい。これらのことから，遠隔地に居住する潜在的観光
者が，ある地域を観光目的地としてそのイメー ジを形成する
ために，その地域の産品を情報源として利用する可能性が
高いと考えられる（図１）。また，同時に，マスコミやクチコミ
など第三者が発する情報の影響力もあると考えられる。
　
　本稿では，和歌山県を取り上げ，和歌山県の主要な産品
に対して人 が々抱いている認知度および利用意図の状態が，
観光目的地としての和歌山県に対するイメー ジの形成にどの
ように影響を及ぼしているのかについての考察を試みる。具
体的には，大規模な消費者調査によるデータを分析すること
によって，和歌山県産品の認知度および利用意図が和歌山
県のイメー ジの状況をどのように規定しているかを明らかに
する。そして，これによって得られた知見から，和歌山県の
地域ブランドを確立し，有効な観光マーケティングを進めて
いくために，県産品を地域情報を伝える媒体と捉えて，その
活用の方策を考察する。
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　上述した意図のもと，和歌山県産品の認知度および利用
意図について，他地域，特に首都圏の消費者の現状につい
てのデータを収集するために，大規模な質問票調査を行っ
た。質問票の配布回収は，２００７年２月下旬より，以前に和
歌山県のイベントに参加しカタログ・調査票等の送付を承諾
した消費者への郵送，首都圏の協力店舗での配布を行い，
同年３月１５日まで郵送回収を行った。また，同年３月１７・
１８両日に東京のＮＨＫセンター前で開催された食のイベント
会場でも，街頭調査法により回答収集を行った。
　郵送での回収数は４０６通，街頭での回収数は１４９通で
あった。店頭での配布は，協力店舗への依頼であったため，
配布数が特定できないため，回収率は算出できない。
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　全体の回収数は５５７通であったが，どのような回答者で
あったかを知るために，全体としての回答者の基本属性から
特徴を集計しておく。まず，年齢の分布を図２に示す。
 	


 	

筆者作成
　図２より，６０歳代が最も多く，全体の３割近くを占めている
ことが分かる。次いで５０歳代，７０歳代が多く，ともに全体の
２割程度を占めている。ちなみに，年齢は１２歳から９４歳ま
でであり，平均年齢は５６８５歳であった。全体的には，５０歳
以上の高年齢層が多いのに対して，２０～４０歳代の割合が
低いという特徴はあるが，今回のデータ源としては妥当な範
囲であると考えられる。
　次に，回答者の性別分布を図３に示す。女性が約７割と
高いが，食料品の購買決定に関しては，女性の方に大きい
決定権があると考えられるので，妥当な構成であると考えら
れる。
　図４は，回答者の居住都県分布を示している。ただし，
回答者が１人の県は，その他にまとめてある。回答者のほ
ぼ３分の２が東京都に居住していることが分かる。次いで，
神奈川県が全体の４分の１を占め，この２都県で回答者全
体の９割となっている。
　地域産品の市場，さらには和歌山県への観光需要という
点から，大きな市場である首都圏居住者を母集団と想定して
いるが，居住都県に関しては，この設定とほぼ適合している
と考えられる。本稿では，紙面の関係でこれ以上のプロ
フィー ルの紹介は割愛する。詳細については拙稿（２０１０）を
参照されたい。
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　本節では，県産品に対する消費者の認知度を考察する。
これらの中には，既に地域団体商標として認定を受けている
産品もあるが，これから育てていこうとしている産品もある。
これらの産品について，「聞いたことがない」から，「聞いたこ
とはある」，「見たことはある」，「食べたことがある」の認知度，
そして「また食べたい」という利用意図までの状況の回答を
求めるという形でデータ収集を実施した。
　このうち，食品分野について認知度および利用意図の分
布を集計した結果が図５である。図５に示されるように，
「みかん」と「梅干し」の認知度と利用意図の高さが圧倒的に
高い。これらは，既に地域団体商標に登録されている。次
いで，「柿」あるいは「はっさく」や「ゆず」といった柑橘類が
高い認知度・利用意図を得ていることが分かる。しかしそれ
ら以外の農産物の認知度・利用意図は決して高いとはいえな
いという結果になっている。また，水産物では，「しらす」「伊
勢エビ」「カツオ」「マグロ」などの認知度・利用意図が高い。
畜産物は全体として低めの結果になっている。そして，加工
食品類では「金山寺味噌」と「醤油」の醸造製品の認知度
が高いということが示された。
　次に，この３５品種の県産品に対する認知度・利用意図の
回答パタ ンーの因子を抽出するために因子分析を行った。こ
の操作のために，認知度・利用意図は，「聞いたことがない」
＝１，「聞いたことはある」＝２，「見たことはある」＝３，「食べた
ことがある」＝４，「また食べたい」＝５として数値化した。因
子分析の結果を表１に示す。因子分析では，５つの因子が
抽出され，５因子での分散説明力は６０５１５％であった。表
１より，因子は，非常にはっきりとした産品の分野ごとに分か
れていることが示されている。それぞれ，水産物認知度因
子，農産物認知度因子，加工食品認知度因子，畜産物認知
度因子，そして有名産品認知度とよぶことにする。有名産品
認知度は，「みかん」，「梅干し」，「はっさく」という全体で認
知度・利用意図が高い３品目に対応する因子である。「じゃ
ばら」だけが，農産品ではなく加工食品認知度因子に対応し
ているが，これは特に遠隔地である首都圏の消費者にとって
は，果汁など加工品でしか目にする機会がないことによるの
かも知れない。「じゃばら」以外は，水産物や農産物ごとに明
確に因子に分かれるという結果になったことも，注目に値する。
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　前節で求めた，和歌山県産品の認知度因子が県イメー ジ
形成にどのように影響しているのかを知るために，和歌山県
のイメー ジを従属変数に，認知度・利用意図因子を独立変数
にした回帰分析を行った。和歌山県イメー ジとしては，「豊
かな自然がそのまま残されている」，「森林が多い」，「海がき
れい」，「川がきれい」，「良い温泉がある」，「癒される場所が
ある」，「おいしい食べ物がたくさんある」，「果物がおいし
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い」，「魚や水産物がおいしい」，「伝統的な料理がたくさんあ
る」，「歴史的な出来事の舞台である」，「歴史上の人物の出
身地である」，「世界遺産がある」，「行ってみたい場所があ
る」，「文化的な活動が盛んである」，「人情味のある人たち
が住んでいる」という１８の内容に対して，「まさにその通り」，
「かなりその通り」，「少しはあてはまる」，「ちょっと違う」，
「まったく違う」という項目分類尺度で測定を行ったデータを利
用している。この分析のために，それぞれ，「まさにその通
り」＝５，「かなりその通り」＝４，「少しはあてはまる」＝３，
「ちょっと違う」＝２，「まったく違う」＝１と数値化を行った。
　　回帰分析は，ステップワイズ法を用いて，５％投入，
１０％除去基準で行った。回帰分析の結果を表２に示す。
表２より，「豊かな自然がそのまま残されている」，「川がきれ
い」，「果物がおいしい」の３つの県イメー ジ項目以外は，モ
デルの有意性０１％以下となり，ある程度以上の説明力を示
している。そして，それらの影響はすべて正の関係を示して
いるので，認知度が高ければ各イメー ジへの肯定度も高まる
影響を示している。また，水産物認知度因子が多くの県イ
メー ジ項目に強い影響を与えている結果を示している。しか
し，「果物がおいしい」に対する農産物認知度因子，「伝統的
な料理がたくさんある」に対する加工食品認知度因子といっ
た直接的に結びつくと期待される項目で，それぞれの因子の
説明力が有意とならなかった。「良い温泉がある」，「歴史上
の人物の出身地である」，「世界遺産がある」，「行ってみた
い場所がある」といった各産品とは直接は結びつきにくそうな
項目に対する自由度調整済み決定係数が１０％以上となり，
高い説明力を示している。また，有名産品認知度因子もほと
んどの県イメー ジ項目に有意な影響を示していないという結
果となった。
　表２に掲載した分析結果が示すように，各産品認知度因
子はそれぞれ多くのイメー ジ項目に影響している。しかし，
前述したように，直接的な影響関係が期待されるいくつかに
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おいて，明確な関係が確認できなかった。これは，その産品
に対する認知が高まったとしても，潜在的観光者である消費
者の頭の中で，その産品の良さをその生産地である和歌山
県のイメー ジ向上につなげていくような経路の形成ができて
いないということを示唆していると考えられる。この障害を減
らすためには，その産品の生産者たちによる販売努力の際
に，その品質の良さやおいしさの理由のひとつとして生産地
である和歌山県の気候・風土や食文化といった要素を含めた
情報提供にも力点が置かれるようになることが望まれる。同
時に，自治体なども，それをサポ トーするような情報提供に力
を入れなければならないだろう。今回の分析には，第三者か
らの情報のような他の要因を考慮していないが，今後は，より
幅広い要因を考慮した研究を進めることも課題である。

　今回の調査結果は，地域ブランディングの基礎となる地域
イメー ジの形成を考える上で，非常に重要なことを示唆して
いるといえる。まず，首都圏の消費者が抱いている和歌山県
に対するイメー ジは，和歌山県産品に対する認知度・利用意
図によって，ある程度影響を受けているということである。し
かしながら，直接的に良い影響関係を築けそうな領域におい
て，和歌山県産品の認知度がその生産地である和歌山県の
イメー ジ向上にうまく結びついていない現状があるという点が
示されている。これを解消して，地域産品の認知度向上が
需要を拡大すると同時に，地域のイメー ジ向上をもたらし，結
果として地域産品の魅力を増すという好循環を構築していく
方策を考えなければならないという課題が示された。
　地域が，観光振興を進め，またそれと関連した形で地域
ブランド確立を目指そうというのであれば，地域の産品を地
域イメー ジを形成を促進する情報の媒体として積極的に活用
する姿勢で取り組むことが必要である。これは，自治体はも
ちろん，これら地域産品を生産・販売している地域内の各事
業者や事業組合等も考えるべき課題であろう。地域団体商
標の発想は，商標に地域名を付けることによって，品質の良
さなどを保証し，需要拡大につなげようというものであるが，
自分たちの生産品が販売できればそれで終わりではなく，そ
れが地域の情報を伝えていることを意識しなければならない
ということである。地域の産品の販売を進めるということは，
自分たちの事業の基盤である地域の情報を広く知らせること
になり，これで良いイメー ジを広く伝えることができれば，自
分たちの生産品のイメー ジ向上につながり，さらに地域の魅
力が高まって観光来訪が増加すれば，それによってその地
域に親近感を持つ消費者が増加し，結果的に生産品の市場
拡大につながるという，さらに大きな間接的効果をもたらすこ
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主成分法によって，固有値１以上となる成分を抽出。バリマックス法による回転済み。　　　　　　　　　　　　　
とも可能であるという好循環につなげられるのである。このよ
うな理解のもとで，地域に関わるより多くの人 が々，それぞれ
の立場から地域イメー ジの向上に貢献するように意識して行
動することが望まれる。このように意識し行動することが，結
果として，真の意味での地域の観光振興に繋がっていくこと
になるはずである。
　今回の調査結果を活用して，地域産品の認知度・利用意
図を向上させ，同時に地域のイメー ジを向上させる努力を重
ねることが必要である。同時に，地域産品のブランディング
方策に関する研究，地域産品イメー ジと地域イメー ジの関係
に関する研究，そして地域そのもののブランディングに関す
る研究を継続的に行うことも重要であるといえる。
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　本稿で使用したデータ収集に関しては，和歌山県商工労働部観
光・ブランド推進局ブランド推進課の協力を得た。記して感謝したい。
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大津正和「地域イメージの規定因―和歌山県の地域イメージとその
規定因に関する消費者調査結果をもとに―」，『観光学』第３号，
和歌山大学観光学会，２０１０年，１９
――「和歌山県産品イメージとその規定因―和歌山県における地域
ブランディングの一要素として―」，和歌山大学観光学部『観光
概念の革新によるブランディングビジネスモデルの創造』２０１１
年，１６３１７５
ケビン・レーン・ケラー著，恩藏直人監訳『戦略的ブランド・マネ
ジメント第３版』，東急エージェンシー，２０１０年
コトラー，ボーエン，マーキンズ著，平林祥訳『コトラーのホスピ
タリティ＆ツーリズム・マーケティング』第３版，ピアソン・エ
デュケーション，２００３年
敷田・内田・森重編著『観光の地域ブランディング』，学芸出版社，
２００９年
電通	
編『地域ブランド・マネジメント』，有斐閣，２００９年
松谷真紀「地域特産品のブランディングに関する考察―和歌山県下
の特産食品ブランディングの現状と課題―」『観光学』第４号，和
歌山大学観光学会，２０１０年，３７４４
レス・ラムズドン著，奥本勝彦訳『観光のマーケティング』多賀出
版，２００４年

本稿は，和歌山県地域に対するイメージ調査結果を分析した拙
稿（２０１０２０１１）の続編である。地域そのものに対するイメージ
などに関しては，そちらを参照されたい。
松谷（２０１０），電通	
（２００９）などを参照。
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ただし，今回の考察には，第三者からの情報は含めていない。こ
の点に関しては，今後の研究課題である。
日用品についても調査は行ったが，今回の分析は食品のみを対
象とする
受付日　２０１１年４月４日
受理日　２０１１年４月２７日
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有意水準：＊＝１％，＊＊＝０１％　　　　　　　　　
